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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受電コイルを含む受電アンテナを備えた複数の無線受電装置に、高周波電力を伝送する
無線電力伝送システムの無線送電装置であって、
　上記複数の無線受電装置の受電アンテナと電磁的に結合可能な少なくとも１つの送電ア
ンテナと、
　上記高周波電力を発生して上記少なくとも一つの送電アンテナに供給する１つのインバ
ータ回路と、
　上記複数の無線受電装置の各々から上記各受電コイルの出力電圧値を受信する受信回路
と、
　上記受信した出力電圧値に応じて、上記インバータ回路から供給される上記高周波電力
の周波数または振幅を含む伝送条件を制御する制御回路と、を備え、
　上記制御回路は、
　上記複数の無線受電装置のうちの第１無線受電装置に対して上記高周波電力を伝送して
いるときに、上記複数の無線受電装置のうちの第２無線受電装置が新たに上記少なくとも
一つの送電アンテナに電磁的に結合したことを検知したとき、上記複数の無線受電装置の
うち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置に伝送する上記
伝送条件を変更し、
　上記インバータ回路を用いて、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数または振幅のいずれか一方を変更して、上
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記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した上記少なくとも１つの無線受電装置
から受信する上記出力電圧値を、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
上記少なくとも１つの無線受電装置に含まれる回路素子の制限電圧以下に制御し、
　上記制御回路は、
　上記複数の無線受電装置のうちの上記第２無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの
送電アンテナに電磁的に結合したと判断したとき、
　上記受信回路を用いて、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受
電装置から受信した各出力電圧値の差が、上記制限電圧と上記少なくとも１つの送電アン
テナと電磁的に結合した無線受電装置が動作する最小電圧との差分に対応する所定の電圧
幅に収まる上記高周波電力の周波数を決定し、
　上記複数の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数を上記決定した周波数に固定した状態で、
上記高周波電力の振幅を変更し、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
無線受電装置から受信する上記出力電圧値を、上記制限電圧以下で上記最小電圧以上に制
御する、
　無線送電装置。
【請求項２】
　上記制御回路は、上記第１無線受電装置に対して上記高周波電力を伝送しているときに
、上記第２無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの送電アンテナに電磁的に結合した
ことを検知したとき、上記第１無線受電装置への上記高周波電力の伝送を停止するように
、または、上記第１無線受電装置に伝送されている上記高周波電力より小さい高周波電力
を上記第１無線受電装置に伝送するように、上記伝送条件を変更する、
　請求項１に記載の無線送電装置。
【請求項３】
　上記無線送電装置は、さらに位置検出コイルと、上記位置検出コイルを用いて、上記送
電アンテナに対する上記受電アンテナの相対的位置を検出する位置検出回路とを具備し、
　上記複数の無線受電装置のうちの上記第２無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの
送電アンテナに電磁的に結合したことを検知する方法は、上記位置検出コイルを用いて、
上記位置検出回路が上記送電アンテナに対する上記受電アンテナの相対的位置を検出する
方法、または、上記複数の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁
的に結合した無線受電装置のいずれかの受電コイルの出力電圧が変化したことを検知する
方法のいずれか一方の方法である、
　請求項１または請求項２に記載の無線送電装置。
【請求項４】
　上記制御回路は、
　上記インバータ回路を用いて、上記複数の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送
電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数または振幅
のいずれか一方を変更して、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した上記
少なくとも１つの無線受電装置から受信する上記出力電圧値を、上記少なくとも１つの送
電アンテナと電磁的に結合した上記少なくとも１つの無線受電装置に含まれる回路素子の
制限電圧以下および上記無線受電装置が動作する最小電圧以上に制御する、
　請求項１～３のうちのいずれか１つに記載の無線送電装置。
【請求項５】
　上記無線送電装置は、上記第１及び第２無線受電装置に上記高周波電力を伝送するとき
に上記第１及び第２無線受電装置の各々から受信する出力電圧値の周波数特性を予め記憶
した記憶装置をさらに備え、
　上記制御回路は、
　上記複数の無線受電装置のうちの上記第２無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの
送電アンテナに電磁的に結合したと判断した後、
　上記記憶装置に記憶された周波数特性に基づいて、上記第１及び第２無線受電装置に伝
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送するための上記高周波電力の周波数及び振幅を決定する、
　請求項１に記載の無線送電装置。
【請求項６】
　請求項１～５のうちのいずれか１つに記載の無線送電装置と、
　受電コイルを含む共振回路を含む受電アンテナをそれぞれ備えた複数の無線受電装置と
を含む無線電力伝送システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、送電コイル及び受電コイルの間の電磁誘導によって非接触で電力を送る無線
送電装置及び無線電力伝送システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話機をはじめとする様々なモバイル機器が普及しつつある。モバイル機器
の消費電力量は、機能及び性能の向上ならびにコンテンツの多様化に起因して増大し続け
ている。予め決められた容量のバッテリで動作するモバイル機器において、その消費電力
量が増大すると、当該モバイル機器の動作時間が短くなる。バッテリの容量の制限を補う
ための技術として、無線電力伝送システムが注目されている。無線電力伝送システムは、
無線送電装置の送電コイルと無線受電装置の受電コイルとの間の電磁誘導によって無線送
電装置から無線受電装置に非接触で電力を送る。特に、共振型の送電コイル及び受電コイ
ル（共振磁界結合）を用いた無線電力伝送システムは、送電コイル及び受電コイルの位置
が互いにずれているときであっても高い伝送効率を維持できるので、様々な分野における
応用が期待されている。
【０００３】
　例えば、特許文献１～３の無線電力伝送システムが知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－０１６９８５号公報
【特許文献２】国際公開第２０１２／０８１５１９号パンフレット
【特許文献３】国際公開第２０１２／１６４７４４号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１～３は、送電コイルを有する１つの無線送電装置が、受電コイルを有する１
つの無線受電装置に電力を伝送する一般的な無線電力伝送システムを開示するに過ぎない
。
【０００６】
　本開示の目的は、１つの無線送電装置から複数の無線受電装置に電力供給することがで
きる無線送電装置及び無線電力伝送システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本開示にかかる一態様は、
　受電コイルを含む受電アンテナを備えた複数の無線受電装置に、高周波電力を伝送する
無線電力伝送システムの無線送電装置であって、
　上記複数の無線受電装置の受電アンテナと電磁的に結合可能な少なくとも１つの送電ア
ンテナと、
　上記高周波電力を発生して上記少なくとも一つの送電アンテナに供給する１つのインバ
ータ回路と、
　上記複数の無線受電装置の各々から上記各受電コイルの出力電圧値を受信する受信回路
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と、
　上記受信した出力電圧値に応じて、上記インバータ回路から供給される上記高周波電力
の周波数または振幅を含む伝送条件を制御する制御回路と、を備え、
　上記制御回路は、
　上記複数の無線受電装置のうちの第１無線受電装置に対して上記高周波電力を伝送して
いるときに、上記複数の無線受電装置のうちの第２上記無線受電装置が新たに上記少なく
とも一つの送電アンテナに電磁的に結合したことを検知したとき、上記複数の無線受電装
置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置に伝送する
上記伝送条件を変更し、
　上記インバータ回路を用いて、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数または振幅のいずれか一方を変更して、上
記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した上記少なくとも１つの無線受電装置
から受信する上記出力電圧値を、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
上記少なくとも１つの無線受電装置に含まれる回路素子の制限電圧以下に制御する。
【０００８】
　なお、これらの包括的または具体的な態様は、システム、方法、集積回路、コンピュー
タプログラム、または、記録媒体で実現されてもよく、システム、装置、方法、集積回路
、コンピュータプログラムおよび記録媒体の任意な組み合わせで実現されてもよい。
【発明の効果】
【０００９】
　上記態様によると、１つの無線送電装置から複数の無線受電装置に電力供給することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、第１の実施形態に係る無線電力伝送システムの構成を示すブロック図で
ある。
【図２】図２は、図１の無線受電装置３－１の詳細構成の一例を示すブロック図である。
【図３】図３は、図１の送電アンテナ２４－１の第１の変形例に係る送電アンテナ２４ａ
－１を示す回路図である。
【図４】図４は、図１の送電アンテナ２４－１の第２の変形例に係る送電アンテナ２４ｂ
－１を示す回路図である。
【図５】図５は、図１の送電アンテナ２４－１の第３の変形例に係る送電アンテナ２４ｃ
－１を示す回路図である。
【図６】図６は、図１の送電アンテナ２４－１～２４－Ｎの第１の実施例を示す上面図で
ある。
【図７】図７は、図１の位置検出コイル２５の詳細構成の一例を示す斜視図である。
【図８】図８は、図７の位置検出コイル２５を用いた受電アンテナ３１－１の位置決定を
説明するための斜視図である。
【図９】図９は、図２の負荷変調回路３４－１の詳細構成の一例を示す回路図である。
【図１０】図１０は、第１の実施形態の第１の変形例に係る無線電力伝送システムの構成
を示すブロック図である。
【図１１】図１１は、図１の無線送電装置２の制御回路２０によって実行される送電制御
処理を示すフローチャートである。
【図１２】図１２は、図１の無線受電装置３－１及び３－２の負荷インピーダンスが等し
いときの、各受電アンテナ３１－１及び３１－２の出力電圧Ｖｒ１及びＶｒ２と、無線電
力伝送システムの伝送効率とを示すグラフである。
【図１３】図１３は、図１の無線受電装置３－１及び３－２の負荷インピーダンスが異な
るときの、各受電アンテナ３１－１及び３１－２の出力電圧Ｖｒ１及びＶｒ２と、無線電
力伝送システムの伝送効率とを示すグラフである。
【図１４】図１４は、第２の実施形態に係る無線電力伝送システムの構成を示すブロック
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図である。
【図１５】図１５は、図１４の無線受電装置３Ｂ－１の詳細構成の一例を示すブロック図
である。
【図１６】図１６は、図１５の負荷変調回路３４Ｂ－１の詳細構成の一例を示す回路図で
ある。
【図１７】図１７は、図１５の負荷変調回路３４Ｂ－１によって発生される負荷変調信号
を示すタイミングチャートである。
【図１８】図１８は、図１４の無線電力伝送システムにおいて使用される例示的な負荷変
調信号の符号を示すタイミングチャートである。
【図１９】図１９は、第１の実施形態の第２の変形例に係る無線電力伝送システムの構成
を示すブロック図である。
【図２０】図２０は、第２の実施形態の変形例に係る無線電力伝送システムの構成を示す
ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
＜発明の基礎となった知見＞
　本発明者らは、「背景技術」の欄において記載した無線電力伝送システムに関し、以下
の問題が生じることを見いだした。
【００１２】
　前述のように、特許文献１から３は、送電コイルを有する１つの無線送電装置が、受電
コイルを有する１つの無線受電装置に電力を伝送する一般的な無線電力伝送システムを開
示するに過ぎない。
【００１３】
　従来の電磁誘導型の無線電力伝送システムでは、１つの高周波電力源（インバータ回路
）を備えた１つの無線送電装置は、常に１つの無線受電装置にしか電力供給することがで
きない。従って、例えば充電のために、１つの無線送電装置の送電エリア上に複数の無線
受電装置が配置された場合は、１つの無線受電装置の充電が終わった後に他のもう１つの
無線受電装置に充電する、という順次の充電を行っていた。
【００１４】
　共振磁界結合を用いた無線電力伝送システムでは、送電コイル及び受電コイルの結合係
数が小さく、電磁誘導型の無線電力伝送システムの場合よりも、無線送電装置及び無線受
電装置の間の距離を離して電力を伝送できるので、１つの無線送電装置から複数の無線受
電装置に充電することができる。
【００１５】
　しかし、例えば、１つの無線送電装置から複数の無線受電装置に電力供給している無線
電力伝送システムを検討すると、現在電力供給を受けている無線受電装置とは別に新たに
無線受電装置が追加されて、追加された上記無線受電装置も電力供給を受ける場合を想定
する必要がある。
【００１６】
　一つの解決策として、追加された無線受電装置を含む複数の無線受電装置が全く同じ負
荷特性（負荷インピーダンス）を有すると想定すれば、１つの無線受電装置に電力供給す
る場合と同じ送電周波数で、無線受電装置の個数の分だけ電力を増やして、伝送を継続す
ればよいことになる。
【００１７】
　しかしながら、一般には、複数の無線受電装置の負荷特性が互いに異なる（充電池の残
量が異なる等）。この場合、送電される高周波電力の周波数又はインバータ回路への入力
電圧などの設定によっては、いずれかの無線受電装置において受電コイルが受電する出力
電圧が高くなりすぎて、受電コイルに接続された無線受電装置の回路素子（整流回路など
）の制限電圧を超えてしまうという課題が考えられる。
【００１８】
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　上記課題の原因は、以下のように考えられる。
【００１９】
　単純化して考えるために、例えば、１つの無線送電装置から１つの無線受電装置に電力
供給を行っている場合を考える。
【００２０】
　第一の動作条件として、第１の無線受電装置が例えば５Ω（重負荷：負荷が大電流を要
求する状態）の負荷を有し、要求電力は、５Ｗであるものとする。その時、上記要求電力
である５Ｗを満たすために、上記１つの無線送電装置のインバータ回路に１０Ｖの電圧を
印加することにより生成された高周波電力（以後、単に電力とも呼ぶことにする）が、上
記第１の無線受電装置に伝送される。その時、上記第１の無線受電装置の受電コイルの出
力電圧は５Ｖとなったものとする。
【００２１】
　次に、第二の動作条件として、要求電力が例えば、０．２５Ｗで、負荷が１００Ω（軽
負荷：負荷が小電流を要求する状態）である第２の無線受電装置を上記第１の無線受電装
置と交換した場合を考える。この場合、上記第２の無線受電装置の要求電力である０．２
５Ｗを満たすために、上記無線送電装置のインバータ回路に３Ｖの電圧を印加することに
より生成された電力が、上記第２の無線受電装置に伝送される。この時、上記第２の無線
受電装置の受電コイルの出力電圧も５Ｖとなったものとする。
【００２２】
　しかしながら、１つの無線送電装置の１つのインバータ回路から複数の無線受電装置に
電力を供給する場合、上記インバータ回路から送電コイルに出力する電力の送電周波数（
単に、以後、周波数とも呼ぶことにする）と電圧（振幅と言い換えて呼んでも良い）とは
一義に決定されてしまい、複数の無線受電装置の受電状態を個別に最適化するための周波
数、電圧パラメータで、上記インバータ回路を動作させることが出来ない。
【００２３】
　従って、例えば、第１の無線受電装置に電力を供給しているときにさらに第２の無線受
電装置にも電力供給を開始しようとする場合、第２の無線受電装置については、最初に第
１の無線受電装置に送電した１０Ｖの電圧の電力の一部が分配されて受電することになる
。１０Ｖの電圧の電力を第２の無線受電装置に伝送した場合、上記第２の無線受電装置の
受電コイルの出力電圧は１６．５Ｖと高くなる。この場合、上記第２無線受電装置におい
て受電コイルが受電する出力電圧が高くなりすぎて、受電コイルに接続された上記第２無
線受電装置の回路素子（整流回路など）の制限電圧を超えてしまう。その結果、上記第２
無線受電装置に含まれる回路素子が破壊されるおそれがある。ここで、１６．５Ｖという
値は、第一の動作条件と第二の動作条件におけるインバータ回路に印加される電圧比と、
第二の動作条件における上記第２の無線受電装置の受電コイルの出力電圧の積から算出さ
れる（＝１０Ｖ／３Ｖ×５Ｖ）。
【００２４】
　例えば、より負荷が軽い第２の無線受電装置の条件に合うように最適な送電コイルに出
力する電力の周波数と電圧（例えば、３Ｖ）を決定しようとしても、１つの無線送電装置
の１つのインバータ回路から複数の無線受電装置に電力を供給する場合、上記インバータ
回路から送電コイルに出力する電力の周波数と電圧とが一定である電力しか伝送できない
。そのため、第２の無線受電装置に電力を伝送する場合、上記第１の無線受電装置の条件
（例えば、１０Ｖ）で電力を送電することになる。その結果、より負荷が軽い第２の無線
受電装置には、過剰な電力が供給され、受電コイルの出力電圧が高くなると考えられる。
【００２５】
　このように、軽負荷を有する無線受電装置の受電コイルの出力電圧が高くなる一因は、
１つの無線送電装置の１つのインバータ回路から複数の無線受電装置に電力を供給する場
合、上記インバータ回路から送電コイルに出力する電力の周波数と電圧とが一定である場
合にしか伝送できないことにあると考えられる。
【００２６】
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　また、上記例において、無線受電装置の回路素子の耐電圧を超えてしまう上記課題に対
処するために、無線受電装置に大きなマージンを有した耐圧の高い回路素子を使う方法が
考えられる。しかし、この場合、高いコストの回路素子を使用するのでコストの増大をも
たらすので、現実的な解決方法ではない。
【００２７】
　そこで、１つのインバータを備えた１つの無線送電装置から複数の無線受電装置に高周
波電力を供給しているとき、さらに新しい無線受電装置が上記無線送電装置に電磁的に結
合した場合、各々の無線受電装置の出力電圧が各々の無線受電装置の回路素子の制限電圧
を超えることがないように、上記電力伝送を制御する無線送電装置が望まれている。また
、上記無線受電装置の回路素子のコストが増加しないことが望まれている。
【００２８】
　以上の考察により、本発明者らは、以下の発明の各態様を想到するに至った。
【００２９】
　本開示の一態様に係る無線送電装置は、
　受電コイルを含む受電アンテナを備えた複数の無線受電装置に、高周波電力を伝送する
無線電力伝送システムの無線送電装置であって、
　上記複数の無線受電装置の受電アンテナと電磁的に結合可能な少なくとも１つの送電ア
ンテナと、
　上記高周波電力を発生して上記少なくとも一つの送電アンテナに供給する１つのインバ
ータ回路と、
　上記複数の無線受電装置の各々から上記各受電コイルの出力電圧値を受信する受信回路
と、
　上記受信した出力電圧値に応じて、上記インバータ回路から供給される上記高周波電力
の周波数または振幅を含む伝送条件を制御する制御回路と、を備え、
　上記制御回路は、
　上記複数の無線受電装置のうちの第１無線受電装置に対して上記高周波電力を伝送して
いるときに、上記複数の無線受電装置のうちの第２上記無線受電装置が新たに上記少なく
とも一つの送電アンテナに電磁的に結合したことを検知したとき、上記複数の無線受電装
置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置に伝送する
上記伝送条件を変更し、
　上記インバータ回路を用いて、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数または振幅のいずれか一方を変更して、上
記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した上記少なくとも１つの無線受電装置
から受信する上記出力電圧値を、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
上記少なくとも１つの無線受電装置に含まれる回路素子の制限電圧以下に制御する。
【００３０】
　上記態様によれば、上記複数の無線受電装置のうちの第２上記無線受電装置が新たに上
記少なくとも一つの送電アンテナに電磁的に結合したことを検出すると、上記インバータ
回路から供給される上記高周波電力の周波数、振幅、電圧の波形、一定期間における上記
高周波電力の密度などの伝送条件を変更することにより、上記複数の無線受電装置のいず
れかの受電コイルの出力電圧の増加により、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的
に結合した少なくとも１つの無線受電装置に含まれる回路素子が破壊されるのを防止でき
る。
【００３１】
　また、上記態様によれば、上記複数の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送電ア
ンテナと電磁的に結合した無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数または振幅のい
ずれか一方を変更する。これにより、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合
した少なくとも１つの無線受電装置から受信する上記出力電圧を、上記少なくとも１つの
送電アンテナと電磁的に結合した少なくとも１つの無線受電装置に含まれる回路素子の制
限電圧以下に制御する。そのため、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合し
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た上記少なくとも１つの無線受電装置から受信する上記出力電圧が、上記少なくとも１つ
の送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置に含まれる回路素子の制限電圧を超える
ことを防止できる。
【００３２】
　また、上記態様によれば、上記無線受電装置の回路素子として耐圧部品を用いる必要は
ないので、上記無線受電装置の回路素子のコストを増加させずに済む。
【００３３】
　以上により、上記態様によると、共振磁界結合を用いた無線電力伝送システムにより、
１つの無線送電装置から複数の無線受電装置に電力供給することができる。
【００３４】
　上記態様において、例えば、上記制御回路は、上記第１無線受電装置に対して上記高周
波電力を伝送しているときに、上記第２上記無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの
送電アンテナに電磁的に結合したことを検知したとき、上記第１無線受電装置への上記高
周波電力の伝送を停止するように、または、上記第１無線受電装置に伝送されている上記
高周波電力より小さい高周波電力を上記第１無線受電装置に伝送するように、上記伝送条
件を変更してもよい。
【００３５】
　上記態様によれば、上記第１無線受電装置への高周波電力の伝送を停止し、または、上
記第１無線受電装置に伝送されている高周波電力より小さい高周波電力を上記第１無線受
電装置に伝送することで、上記複数の無線受電装置のいずれかの受電コイルの出力電圧の
増加により、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した少なくとも１つの無
線受電装置に含まれる回路素子が破壊されるのを防止できる。
【００３６】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、さらに位置検出コイルと、上記位置
検出コイルを用いて、上記送電アンテナに対する上記受電アンテナの相対的位置を検出す
る位置検出回路とを具備し、
　上記複数の無線受電装置のうちの上記第２無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの
送電アンテナに電磁的に結合したことを検知する方法は、上記位置検出コイルを用いて、
上記位置検出回路が上記送電アンテナに対する上記受電アンテナの相対的位置を検出する
方法、または、上記複数の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁
的に結合した無線受電装置のいずれかの受電コイルの出力電圧が変化したことを検知する
方法のいずれか一方の方法であってもよい。
【００３７】
　上記態様において、例えば、上記制御回路は、上記インバータ回路を用いて、上記複数
の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装
置に伝送される高周波電力の周波数または振幅のいずれか一方を変更して、上記少なくと
も１つの送電アンテナと電磁的に結合した上記少なくとも１つの無線受電装置から受信す
る上記出力電圧値を、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した上記少なく
とも１つの無線受電装置に含まれる回路素子の制限電圧以下および上記無線受電装置が動
作する最小電圧以上に制御してもよい。
【００３８】
　上記態様において、例えば、上記複数の無線受電装置のうちの上記第２無線受電装置が
新たに上記少なくとも一つの送電アンテナに電磁的に結合したと判断したとき、
　上記受信回路を用いて、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受
電装置から受信した各出力電圧値の差が、上記制限電圧と上記少なくとも１つの送電アン
テナと電磁的に結合した無線受電装置が動作する最小電圧との差分に対応する所定の電圧
幅に収まる上記高周波電力の周波数を決定し、
　上記複数の無線受電装置のうち上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
無線受電装置に伝送される高周波電力の周波数を上記決定した周波数に固定した状態で、
上記高周波電力の振幅を変更し、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した
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無線受電装置から受信する上記出力電圧値を、上記制限電圧以下で上記最小電圧以上に制
御してもよい。
【００３９】
　上記態様によれば、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装
置から受信した各出力電圧の差が、上記制限電圧と上記少なくとも１つの送電アンテナと
電磁的に結合した無線受電装置が動作する最小電圧との差分に対応する所定の電圧幅に収
まる上記高周波電力の周波数を決定する。ここで、所定の電圧幅とは、上記制限電圧と上
記最小電圧の差分より小さい値である。即ち、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁
的に結合した無線受電装置から受信する上記出力電圧を上記制限電圧以下に制御するにあ
たって、まず、上記高周波電力の周波数を決定する。これにより、上記少なくとも１つの
送電アンテナと電磁的に結合した全ての無線受電装置から受信した上記出力電圧が、上記
最小電圧以上となる準備をする。この状態で、上記高周波電力の振幅を変更するので、上
記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置から受信する上記出力
電圧を、上記制限電圧以下で上記最小電圧以上に制御できる。
【００４０】
　以上により、上記少なくとも１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置から
受信する上記出力電圧が、上記制限電圧を超えることを防止しつつ、上記少なくとも一つ
の送電アンテナと電磁的に結合した全ての上記無線受電装置を動作させることができる。
【００４１】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、上記第１及び第２の無線受電装置に
上記高周波電力を伝送するときに上記第１及び第２の無線受電装置の各々から受信する出
力電圧値の周波数特性を予め記憶した記憶装置をさらに備え、
　上記制御回路は、
　上記複数の無線受電装置のうちの上記第２無線受電装置が新たに上記少なくとも一つの
送電アンテナに電磁的に結合したと判断した後、
　上記記憶装置に記憶された周波数特性に基づいて、上記第１及び第２の無線受電装置に
伝送するための上記高周波電力の周波数及び振幅を決定してもよい。
【００４２】
　上記態様によれば、上記無線送電装置は、上記第１及び第２の無線受電装置に上記高周
波電力を伝送するときに上記第１及び第２の無線受電装置の各々から受信する出力電圧の
周波数特性を予め記憶した記憶装置をさらに備えている。上記制御回路は、上記記憶装置
に予め記憶された上記周波数特性を用いて、上記高周波電力の周波数及び振幅を決定する
。
【００４３】
　本態様によっても、上記１つの送電アンテナと電磁的に結合した無線受電装置から受信
する上記出力電圧が、上記制限電圧以下になる周波数及び振幅を決定できる。
【００４４】
　即ち、上記記憶装置に予め記憶された上記周波数特性を用いて、上記出力電圧が上記制
限電圧以下になる上記高周波電力の周波数及び振幅を予測するので、上記出力電圧が上記
制限電圧以下になる上記高周波電力の周波数及び振幅を探索するより早く決定できる。そ
の結果、より早く上記無線受電装置への上記高周波電力の伝送を開始できる。
【００４５】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は記憶装置をさらに備え、
　上記制御回路は、上記複数の無線受電装置のうちの少なくとも１つの第１の無線受電装
置に対して上記高周波電力を伝送しているときに、上記複数の無線受電装置のうちの第２
の無線受電装置の受電アンテナが新たに上記送電アンテナに電磁的に結合したことを検出
したとき、
　上記インバータ回路の出力電圧、出力電流、及び動作周波数を含む、上記インバータ回
路の動作状態に係るパラメータを上記記憶装置に記憶し、
　上記第１無線受電装置への高周波電力の伝送を停止し、または、上記第１無線受電装置
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に伝送されている高周波電力より小さい高周波電力を上記第１無線受電装置に伝送し、
　上記記憶装置に記憶されたパラメータに基づいて、上記第１及び第２の無線受電装置に
同時に伝送するための上記高周波電力の周波数及び振幅を設定してもよい。
【００４６】
　上記態様において、例えば、上記制御回路は、上記インバータ回路によって発生される
高周波電力の位相と、上記インバータ回路のデューティ比とのうちの少なくとも一方を制
御することにより、上記高周波電力の振幅を設定してもよい。
【００４７】
　上記態様によれば、上記高周波電力の伝送を一時的に停止、または、一時的に、上記新
たに上記無線受電装置が上記送電アンテナに結合したことを検出した時の上記高周波電力
より減少させた高周波電力を伝送することができる。
【００４８】
　また、上記態様によれば、上記各無線受電装置の出力電圧を下げることができる。
【００４９】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、可変な電圧を有する直流電力を発生
して上記インバータ回路に供給するＤＣ／ＤＣコンバータ回路をさらに備え、
　上記制御回路は、上記直流電力の電圧を制御することにより、上記高周波電力の振幅を
設定してもよい。
【００５０】
　上記態様によれば、上記高周波電力の伝送を一時的に停止、または、一時的に、上記新
たに上記無線受電装置が上記送電アンテナに結合したことを検出した時の上記高周波電力
より減少させた高周波電力を伝送することができる。
【００５１】
　また、上記態様によれば、上記ＤＣ／ＤＣコンバータ回路単独で上記各無線受電装置の
出力電圧を下げることができる。また、上記ＤＣ／ＤＣコンバータ回路と上記インバータ
回路とを組み合わせて、上記各無線受電装置の出力電圧を下げてもよい。
【００５２】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、送電コイルを含む共振回路をそれぞ
れ含む複数の送電アンテナと、上記インバータ回路によって発生された高周波電力を上記
複数の送電アンテナの少なくとも１つに選択的に供給するスイッチ回路と、
　１つの無線受電装置の受電アンテナが新たに上記複数の送電アンテナのうちの少なくと
も１つの送電アンテナに電磁的に結合したとき、上記複数の送電アンテナに対する上記受
電アンテナの相対的位置を検出する検出装置とをさらに備え、
　上記制御回路は、上記検出装置によって検出された上記受電アンテナの相対的位置に基
づいて、上記受電アンテナに電磁的に結合した送電アンテナのうちの少なくとも１つに高
周波電力を供給するように上記スイッチ回路を制御してもよい。
【００５３】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、１つの送電アンテナを備えてもよい
。
【００５４】
　上記態様において、例えば、上記無線受電装置は、充電池を備え、上記無線送電装置か
ら高周波電力の供給を受けて上記充電池に充電してもよい。
【００５５】
　なお、上記の態様は、無線電力伝送システムとして実現されてもよい。
【００５６】
　本開示の別の態様に係る無線送電装置は、１つの無線送電装置及び複数の無線受電装置
を含む無線電力伝送システムの無線送電装置において、
　上記各無線受電装置は、受電コイルを含む共振回路を含む受電アンテナを備え、
　上記無線送電装置は、
　送電コイルを含む共振回路を含み、上記各無線受電装置の受電アンテナと電磁的に結合
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する少なくとも１つの送電アンテナと、
　可変な周波数及び可変な振幅を有する高周波電力を発生して上記送電アンテナに供給す
るインバータ回路と、
　上記インバータ回路を制御する制御回路とを備え、
　上記制御回路は、上記複数の無線受電装置のうちの少なくとも１つの第１の無線受電装
置に対して上記高周波電力を伝送しているときに、上記複数の無線受電装置のうちの第２
の無線受電装置の受電アンテナが新たに上記送電アンテナに電磁的に結合したことを検出
したとき、
　上記高周波電力の伝送を一時的に停止し、
　上記第１及び第２の無線受電装置に同時に伝送するための上記高周波電力の周波数及び
振幅を設定し、
　上記高周波電力の伝送を再開する。
【００５７】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は記憶装置をさらに備え、
　上記制御回路は、上記複数の無線受電装置のうちの少なくとも１つの第１の無線受電装
置に対して上記高周波電力を伝送しているときに、上記複数の無線受電装置のうちの第２
の無線受電装置の受電アンテナが新たに上記送電アンテナに電磁的に結合したことを検出
したとき、
　上記インバータ回路の出力電圧、出力電流、及び動作周波数を含む、上記インバータ回
路の動作状態に係るパラメータを上記記憶装置に記憶し、
　上記高周波電力の伝送を一時的に停止し、
　上記記憶装置に記憶されたパラメータに基づいて、上記第１及び第２の無線受電装置に
同時に伝送するための上記高周波電力の周波数及び振幅を設定してもよい。
【００５８】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、上記第１及び第２の無線受電装置に
同時に高周波電力を伝送するときの上記各無線受電装置の受電アンテナの出力電圧の周波
数特性を予め記憶した記憶装置をさらに備え、
　上記制御回路は、上記記憶装置に記憶された周波数特性に基づいて、上記各無線受電装
置の受電アンテナの出力電圧が予め決められたしきい値未満になるように、上記第１及び
第２の無線受電装置に同時に伝送するための上記高周波電力の周波数及び振幅を設定して
もよい。
【００５９】
　上記態様において、例えば、上記制御回路は、上記インバータ回路によって発生される
高周波電力の位相と、上記インバータ回路のデューティ比とのうちの少なくとも一方を制
御することにより、上記高周波電力の振幅を設定してもよい。
【００６０】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、可変な電圧を有する直流電力を発生
して上記インバータ回路に供給する直流電力源をさらに備え、
　上記制御回路は、上記直流電力の電圧を制御することにより、上記高周波電力の振幅を
設定してもよい。
【００６１】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、
　送電コイルを含む共振回路をそれぞれ含む複数の送電アンテナと、
　上記インバータ回路によって発生された高周波電力を上記複数の送電アンテナの少なく
とも１つに選択的に供給するスイッチ回路と、
　１つの無線受電装置の受電アンテナが新たに上記複数の送電アンテナのうちの少なくと
も１つの送電アンテナに電磁的に結合したとき、上記複数の送電アンテナに対する上記受
電アンテナの相対的位置を検出する検出装置とをさらに備え、
　上記制御回路は、上記検出装置によって検出された上記受電アンテナの相対的位置に基
づいて、上記受電アンテナに電磁的に結合した送電アンテナのうちの少なくとも１つに高
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周波電力を供給するように上記スイッチ回路を制御してもよい。
【００６２】
　上記態様において、例えば、上記無線送電装置は、１つの送電アンテナを備えていても
よい。
【００６３】
　上記態様において、例えば、上記無線受電装置は、充電池を備え、上記無線送電装置か
ら高周波電力の供給を受けて上記充電池に充電してもよい。
【００６４】
　なお、上記の態様は、無線電力伝送システムとして実現されてもよい。
【００６５】
＜第１の実施形態＞
　以下、本開示の第１の実施形態に係る無線電力伝送システムについて、図面を参照しな
がら説明する。
【００６６】
　図１は、第１の実施形態に係る無線電力伝送システムの構成を示すブロック図である。
図１の無線電力伝送システムは、直流電源装置１に接続された１つの無線送電装置２と、
無線送電装置２から電力供給を受ける複数の無線受電装置３－１及び３－２とを含む。
【００６７】
　図１の無線送電装置２は、制御回路２０、メモリ２０ａ、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２
１、インバータ回路２２、スイッチ回路２３、送電アンテナ２４－１～２４－Ｎ、位置検
出コイル２５、位置検出回路２６、及び受信回路２７を備える。ＤＣ／ＤＣコンバータ回
路２１は、直流電源装置１から得られた直流電力から、可変な電圧を有する直流電力を発
生してインバータ回路２２に供給する。インバータ回路２２は、可変な周波数及び可変な
大きさ（高周波電力の周波数が一定であれば、高周波電力の大きさは高周波電力の振幅の
みで決定されるので、高周波電力の大きさを高周波電力の振幅と置き換えて、以後呼んで
もよい）を有する高周波電力を発生し、スイッチ回路２３を介して送電アンテナ２４－１
～２４－Ｎに供給する。スイッチ回路２３は、インバータ回路２２によって発生された高
周波電力を複数の送電アンテナ２４－１～２４－Ｎの少なくとも１つに選択的に供給する
。送電アンテナ２４－１～２４－Ｎのそれぞれは、送電コイルを含む共振回路を含み、各
無線受電装置３－１，３－２の受電アンテナ３１－１，３１－２（後述）と電磁的に結合
する。位置検出コイル２５及び位置検出回路２６は、１つの無線受電装置の受電アンテナ
が新たに送電アンテナ２４－１～２４－Ｎのうちの少なくとも１つの送電アンテナに電磁
的に結合したとき、送電アンテナ２４－１～２４－Ｎに対する受電アンテナの相対的位置
を検出する。受信回路２７は、無線受電装置３－１，３－２の消費電力を変化させること
により無線受電装置３－１，３－２から無線送電装置２に送られた負荷変調信号を受信し
て復調する。制御回路２０は、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１によって発生される直流電
力の電圧と、インバータ回路２２によって発生される高周波電力の周波数及び大きさと、
スイッチ回路２３によるインバータ回路２２及び送電アンテナ２４－１～２４－Ｎの接続
とを制御する。メモリ２０ａは、図１１を参照して後述する送電制御処理において、イン
バータ回路２２の動作状態に係るパラメータ（送電パラメータ）を記憶する。
【００６８】
　制御回路２０は、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、ＤＣ／ＤＣコンバー
タ回路２１によって発生される直流電力の電圧を変化させてもよい。また、制御回路２０
は、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、インバータ回路２２によって発生さ
れる高周波電力の位相と、インバータ回路２２のデューティ比との少なくとも一方を制御
してもよい。
【００６９】
　図１の無線受電装置３－１は、受電アンテナ３１－１、受電回路３２－１、及び負荷装
置３３－１を備える。受電アンテナ３１－１は、受電コイルを含む共振回路を含み、送電
アンテナ２４－１～２４－Ｎのうちの少なくとも１つの送電アンテナ２４－１に電磁的に
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結合する。複数の無線受電装置が存在するとき、送電アンテナ２４－１～２４－Ｎと、各
無線受電装置の受電アンテナとは、例えば１対１に対応する。受電回路３２－１は、受電
アンテナ３１－１を介して無線送電装置２から受けた高周波電力の整流及び平滑化を行っ
て負荷装置３３－１に供給する。負荷装置３３－１は、例えば充電池である。負荷装置３
３－１が充電池のとき、無線受電装置３－１は、無線送電装置２から高周波電力の供給を
受けて充電池に充電する。
【００７０】
　図２は、図１の無線受電装置３－１の詳細構成の一例を示すブロック図である。受電回
路３２－１は、負荷変調回路３４－１、整流回路３５－１、モニタ回路３６－１、制御回
路３７－１、及び送信回路３８－１を備える。負荷変調回路３４－１は、受電アンテナ３
１－１に接続され、送信回路３８－１の制御下で無線受電装置３－１の消費電力を変化さ
せることにより負荷変調信号を発生する。整流回路３５－１は、受電アンテナ３１－１を
介して無線送電装置２から受けた電力の整流及び平滑化を行って負荷装置３３－１に供給
する。モニタ回路３６－１は、負荷装置３３－１による電力消費を監視し、また、負荷装
置３３－１からの電力要求（電力供給の増減又は停止など）を受け、制御回路３７－１に
通知する。制御回路３７－１は、モニタ回路３６－１からの通知信号に応じて送信回路３
８－１を制御し、送信回路３８－１は、制御回路３７－１の制御下で、負荷変調回路３４
－１を用いて負荷変調信号を発生する。
【００７１】
　図１の無線受電装置３－２もまた、無線受電装置３－１と同様に構成される。
【００７２】
　図３は、図１の送電アンテナ２４－１の第１の変形例に係る送電アンテナ２４ａ－１を
示す回路図である。図３の送電アンテナ２４ａ－１は、送電コイルＬ１及びキャパシタＣ
１を含む直列共振回路を含む。図４は、図１の送電アンテナ２４－１の第２の変形例に係
る送電アンテナ２４ｂ－１を示す回路図である。図４の送電アンテナ２４ｂ－１は、送電
コイルＬ１及びキャパシタＣ２を含む並列共振回路を含む。図５は、図１の送電アンテナ
２４－１の第３の変形例に係る送電アンテナ２４ｃ－１を示す回路図である。図５の送電
アンテナ２４ｃ－１は、送電コイルＬ１に直列なキャパシタＣ１と、送電コイルＬ１に並
列なキャパシタＣ２とを含む共振回路を含む。図３～図５の送電アンテナ２４－１の変形
例は、他の送電アンテナ２４－２～２４－Ｎにも適用可能である。
【００７３】
　図３～図５の送電アンテナ２４－１の変形例は、各無線受電装置３－１，３－２の受電
アンテナ３１－１，３１－２にも適用可能である。
【００７４】
　インバータ回路２２によって発生される高周波電力は、送電アンテナ２４－１～２４－
Ｎ及び受電アンテナ３１－１，３１－２の間で通過可能な周波数を有する。通常、送電ア
ンテナ２４－１～２４－Ｎは、高周波電力を通過させるために、高周波電力の周波数に等
しい共振周波数を有する。ただし、高周波電力が通過するのであれば、高周波電力の周波
数と送電アンテナ２４－１～２４－Ｎの共振周波数とは不一致であってもよい。同様に、
受電アンテナ３１－１，３１－２は、高周波電力を通過させるために、高周波電力の周波
数に等しい共振周波数を有する。ただし、高周波電力が通過するのであれば、高周波電力
の周波数と受電アンテナ３１－１，３１－２の共振周波数とは不一致であってもよい。
【００７５】
　次に、図６～図８を参照して、図１の位置検出コイル２５及び位置検出回路２６の動作
について説明する。
【００７６】
　図６は、図１の送電アンテナ２４－１～２４－Ｎの第１の実施例を示す上面図である。
図６は、複数の送電アンテナ２４－１～２４－Ｎを２次元に配置することで送電可能な範
囲を広げている。図６では、送電アンテナの送電コイルが円形コイルである場合を例示し
たが、これに限られるものではなく、送電コイルは、正方形、矩形、円形、長円、楕円、
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その他の形状のコイルであってもよい。特に、正方形及び矩形の送電コイルは、送電コイ
ル間の隙間を小さくすることが可能になり、受電コイルとの電磁的結合が弱い範囲を少な
くできるという利点がある。また、送電コイルは、スパイラル形状に巻回されてもよく、
又は、ソレノイド形状に巻回されてもよい。
【００７７】
　無線送電装置２は、１つの無線受電装置（例えば無線受電装置３－１）が新たに無線送
電装置２上に配置したとき、無線受電装置３－１に電力伝送するために最も適切な送電ア
ンテナを選択するために、無線受電装置３－１の位置を検出する。このため、位置検出回
路２６は、検出パルスを位置検出コイル２５に送り、無線受電装置３－１の受電アンテナ
３１－１で反射して戻ってくる電圧もしくは電流を検出することにより、受電アンテナ３
１－１を検出する。位置検出コイル２５は、受電アンテナ３１－１の位置を正確に検出で
きるように、送電アンテナ２４－１～２４－Ｎよりも無線受電装置３－１に近い位置に設
けられている。
【００７８】
　図７は、図１の位置検出コイル２５の詳細構成の一例を示す斜視図である。位置検出コ
イル２５は、Ｙ方向に長い検出コイル２５ａ～２５ｄと、Ｘ方向に長い検出コイル２５ｅ
～２５ｉとを含む。検出コイル２５ａ～２５ｄはＸ方向に等間隔で配置され、検出コイル
２５ｅ～２５ｉはＹ方向に等間隔で配置される。
【００７９】
　図８は、図７の位置検出コイル２５を用いた受電アンテナ３１－１の位置決定を説明す
るための斜視図である。図８では、図示の簡単化のために、図７の検出コイル２５ｅ～２
５ｉを省略する。まず、位置検出回路２６は、検出パルスを検出コイル２５ａに送り、受
電アンテナ３１－１で反射して戻ってくる電圧もしくは電流を検出し、その強度（以下、
「反射強度」という）を記憶する。次に、位置検出回路２６は、検出パルスを検出コイル
２５ｂに送り、同様に受電アンテナ３１－１で反射して戻ってくる電圧もしくは電流を検
出して、その強度を記憶する。位置検出回路２６は、以下同様に、検出パルスを検出コイ
ル２５ｃ，２５ｄに送る。位置検出回路２６は、記憶された各検出コイル２５ａ～２５ｄ
からの反射強度を比較して、例えば、最も大きな反射強度が得られた検出コイルの座標を
受電アンテナ３１－１のＸ座標として決定する。同様に、位置検出回路２６は、検出パル
スを検出コイル２５ｅ～２５ｉに送り、受電アンテナ３１－１のＹ座標を決定する。
【００８０】
　位置検出回路２６は、検出した受電アンテナ３１－１の位置を制御回路２０に通知する
。制御回路２０は、位置検出コイル２５及び位置検出回路２６によって検出された受電ア
ンテナ３１－１の相対的位置に基づいて、受電アンテナ３１－１に電磁的に結合した送電
アンテナのうちの少なくとも１つに高周波電力を供給するようにスイッチ回路２３を制御
する。
【００８１】
　位置検出コイル２５の構成は、図７に示すものに限定されない。図７では、Ｘ方向に４
個の検出コイル２５ａ～２５ｄを配置し、Ｙ方向に５個の検出コイル２５ｅ～２５ｉを配
置した例を示したが、受電アンテナを検出する範囲によって、その他の個数の組み合わせ
も可能である。受電アンテナ３１－１のＹ座標を決定することが不要であれば、検出コイ
ル２５ｅ～２５ｉを省略してもよい。また、図７及び図８では、検出コイル２５ａ～２５
ｉを１巻きのコイルとして示したが、検出コイルは２巻き以上のコイルであってもよい。
巻き数を増やすことで、検出コイルと受電アンテナ３１－１との結合を強くすることがで
き、反射強度を強める効果がある。また、図７及び図８では、検出コイル２５ａ～２５ｉ
を矩形コイルとして示したが、検出コイルは、正方形、円形、長円、楕円、その他のコイ
ル形状であってもよい。
【００８２】
　位置検出の精度を向上させるために、位置検出回路２６は、最も大きな反射強度が得ら
れた検出コイルだけでなく、選択された検出コイル近傍の複数の検出コイルの反射強度を
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用いて、受電アンテナ３１－１の座標を決定してもよい。
【００８３】
　図９は、図２の負荷変調回路３４－１の詳細構成の一例を示す回路図である。負荷変調
回路３４－１は、受電アンテナ３１－１の受電コイルの両端にわたって直列接続された２
つのキャパシタと、これらのキャパシタの中点を送信回路３８－１の制御下で選択的に接
地するように接続されたスイッチＳＷとを備える。２つのキャパシタは、例えば等しい容
量Ｃｍを有する。２つのキャパシタの容量Ｃｍは、送信回路３８－１から送られるデータ
信号の搬送波の周波数（例えば１００ｋＨｚ帯の周波数）が変化しない程度に小さい（例
えば１００ｐＦ等）。スイッチＳＷを開閉することで、データ信号の搬送波の振幅が変化
し、負荷変調信号が発生する。従って、負荷変調回路３４－１は、振幅変調回路として動
作する。
【００８４】
　図１０は、第１の実施形態の第１の変形例に係る無線電力伝送システムの構成を示すブ
ロック図である。本実施形態の無線送電装置は、複数の送電アンテナに代えて、１つの送
電アンテナのみを備えてもよい。図１０の無線送電装置２Ａは、図１の無線送電装置２の
スイッチ回路２３及び送電アンテナ２４－１～２４－Ｎに代えて、１つの送電アンテナ２
４Ａを備える。また、無線送電装置２Ａは、図１の無線送電装置２の位置検出コイル２５
及び位置検出回路２６を持たず、図１の制御回路２０に代えて制御回路２０Ａを備える。
各無線受電装置３－１，３－２の受電アンテナ３１－１，３１－２は、送電アンテナ２４
Ａと電磁的に結合する。送電アンテナ２４Ａは、複数の受電アンテナと電磁的に結合する
ことの他は、図１、図３～図５を参照して説明した送電アンテナ２４－１～２４－Ｎ、２
４ａ－１～２４ｃ－１と同様に構成される。制御回路２０Ａは、インバータ回路２２の負
荷が変化したとき、無線受電装置が配置されたことを検出する。
【００８５】
　図１９は、第１の実施形態の第２の変形例に係る無線電力伝送システムの構成を示すブ
ロック図である。本実施形態の無線送電装置は、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１を備えな
くてもよい。図１９の無線送電装置２Ｃは、図１０の無線送電装置２ＡからＤＣ／ＤＣコ
ンバータ回路２１を除去し、図１０の制御回路２０Ａ及び送電アンテナ２４Ａに代えて、
制御回路２０Ｃ及び送電アンテナ２４Ｃを備えた構成を有する。制御回路２０Ｃは、イン
バータ回路２２によって発生される高周波電力の周波数及び大きさを制御する。制御回路
２０Ｃは、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、インバータ回路２２によって
発生される高周波電力の位相と、インバータ回路２２のデューティ比との少なくとも一方
を制御してもよい。送電アンテナ２４Ｃは送電アンテナ２４Ａと同様に構成される。
【００８６】
　前述したように、無線送電装置２は、複数の無線受電装置３－１，３－２に同時に電力
供給するとき、各無線受電装置３－１，３－２の回路素子の制限電圧を超えることがない
ように、電力伝送を制御する必要がある。このため、無線送電装置２の制御回路２０は、
図１１の送電制御処理を実行する。
【００８７】
　図１１は、図１の無線送電装置２の制御回路２０によって実行される送電制御処理を示
すフローチャートである。以下、無線受電装置３－１，３－２の負荷装置３３－１，３３
－２が充電池であると仮定する。ステップＳ１において、制御回路２０は、位置検出コイ
ル２５及び位置検出回路２６により無線受電装置を検出したか否かを判断し、さらに、無
線受電装置との通信により得られた情報に基づいて、当該無線受電装置が充電を要求して
いるか否かを判断する。充電を要求する無線受電装置を検出したときはステップＳ２に進
み、そうでないときはステップＳ１を繰り返す。ステップＳ２において、制御回路２０は
、充電を要求する複数の無線受電装置が存在するか否かを判断し、ＹＥＳのときはステッ
プＳ８に進み、ＮＯのときはステップＳ３に進む。
【００８８】
　図１１のステップＳ３において、制御回路２０は、ステップＳ１の検出を行ったとき、
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以前の無線受電装置の個数に比較して、充電を要求する無線受電装置の個数に変動があっ
たか否かを判断し、ＹＥＳのときはステップＳ４に進み、ＮＯのときはステップＳ５に進
む。
【００８９】
　ステップＳ４において、制御回路２０は、インバータ回路２２の出力電圧、出力電流、
及び動作周波数を含む、インバータ回路２２の動作状態に係るパラメータ（送電パラメー
タ）を設定する。メモリ２０ａは、ある無線受電装置に高周波電力を伝送するときの当該
無線受電装置の受電アンテナの出力電圧の周波数特性を予め記憶している。既存の無線受
電装置については、その受電アンテナの出力電圧の周波数特性が、無線送電装置２の製造
時又は使用開始前にメモリ２０ａに予め記憶されている。無線送電装置２の製造後に登場
した新たな無線受電装置については、制御回路２０は、新たな無線受電装置の受電アンテ
ナの出力電圧の周波数特性を適応的に発見する（高周波電力の周波数又は大きさを変更し
ながら最適値を発見する）か、又は他の方法により取得してメモリ２０ａに記憶する。い
ったんメモリ２０ａに記憶された周波数特性は、その後、同じ無線受電装置が配置された
ときに使用可能である。制御回路２０は、メモリ２０ａに記憶された周波数特性に基づい
て、また、無線受電装置との通信により得られた情報（負荷装置の状態等）に基づいて、
無線受電装置の受電アンテナの出力電圧が予め決められたしきい値未満になるように、イ
ンバータ回路２２によって発生される高周波電力の周波数及び大きさを設定する。
【００９０】
　制御回路２０は、インバータ回路２２によって発生される高周波電力の位相と、インバ
ータ回路２２のデューティ比と、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１によって発生される直流
電力の電圧とのうちの少なくとも１つを制御することにより、高周波電力の振幅（大きさ
）を設定する。すなわち、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、ＤＣ／ＤＣコ
ンバータ回路２１及びインバータ回路２２の両方を用いてもよい。
【００９１】
　また、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１
を用いないで、インバータ回路２２のみを用いてもよい。この場合、図１の制御回路２０
、図１０の制御回路２０Ａ、又は図１９の制御回路２０Ｃは、インバータ回路２２によっ
て発生される高周波電力の位相と、インバータ回路２２のデューティ比とのうちの少なく
とも１つを制御することにより、高周波電力の振幅（大きさ）を設定する。
【００９２】
　ステップＳ４で設定される高周波電力の振幅（大きさ）によれば、上記高周波電力の伝
送を一時的に停止すること（振幅０）、または、上記新たに上記無線受電装置が上記送電
アンテナに結合したことを検出した時の上記高周波電力よりも一時的に減少させた高周波
電力を伝送することができる。また、このとき、上記各無線受電装置の出力電圧を下げる
ことができる。
【００９３】
　ステップＳ５において、制御回路２０は、ステップＳ４で設定した条件でインバータ回
路２２によって高周波電力を発生して予め定められた一定時間にわたって送電する。ただ
し、ステップＳ３がＮＯのときは、ステップＳ５において、制御回路２０は、以前に設定
された条件でインバータ回路２２によって高周波電力を発生して送電を継続する。充電が
完了した無線受電装置は、充電が完了したことを示す充電完了信号を負荷変調信号を用い
て無線送電装置２に送信する。ステップＳ６において、制御回路２０は、無線受電装置か
ら充電完了信号を受信したか否か（充電池の充電が完了したか否か）を判断し、ＹＥＳの
ときはステップＳ７に進み、ＮＯのときはステップＳ１に戻る。ステップＳ７において、
制御回路２０は、高周波電力の伝送を停止し、ステップＳ１に戻る。
【００９４】
　図１１のステップＳ８において、制御回路２０は、充電を要求する無線受電装置の個数
に変動があったか否かを判断し、ＹＥＳのときはステップＳ９に進み、ＮＯのときはステ
ップＳ１３に進む。ステップＳ８がＹＥＳのときは、複数の無線受電装置のうちの少なく
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とも１つの無線受電装置（例えば無線受電装置３－１）に対して高周波電力を伝送してい
るときに、複数の無線受電装置のうちの他の無線受電装置（例えば無線受電装置３－２）
の受電アンテナが新たに送電アンテナに電磁的に結合したことを検出したときを示す。ス
テップＳ９において、制御回路２０は、既存の無線受電装置３－１に送電中であるか否か
を判断し、ＹＥＳのときはステップＳ１０に進み、ＮＯのときはステップＳ１２に進む。
ステップＳ１０において、制御回路２０は、インバータ回路の動作状態に係るパラメータ
（送電パラメータ）をメモリ２０ａに記憶する。ステップＳ１１において、制御回路２０
は、高周波電力の伝送を一時停止する。
【００９５】
　ステップＳ１２において、制御回路２０は、メモリ２０ａに記憶された送電パラメータ
に基づいて、また、無線受電装置との通信により得られた情報（負荷装置の状態等）に基
づいて、送電パラメータ（特に、無線受電装置３－１，３－２に同時に伝送するための高
周波電力の周波数及び大きさ）を再設定する。メモリ２０ａは、無線受電装置３－１，３
－２に同時に高周波電力を伝送するときの各受電アンテナ３１－１，３１－２の出力電圧
の周波数特性を予め記憶している。制御回路２０は、メモリ２０ａに記憶された周波数特
性をさらに参照して、各受電アンテナ３１－１，３１－２の出力電圧が予め決められたし
きい値未満になるように、無線受電装置３－１，３－２に同時に伝送するための、インバ
ータ回路２２によって発生される高周波電力の周波数及び大きさを設定する。
【００９６】
　ステップＳ１３において、ステップＳ１２で設定した条件でインバータ回路２２によっ
て高周波電力を発生して、予め定められた一定時間にわたって高周波電力を伝送する。た
だし、ステップＳ８がＮＯのときは、ステップＳ１３において、制御回路２０は、以前に
設定された条件でインバータ回路２２によって高周波電力を発生して送電を継続する。充
電が完了した無線受電装置は、充電が完了したことを示す充電完了信号を負荷変調信号を
用いて無線送電装置２に送信する。ステップＳ１４において、いずれかの無線受電装置か
ら充電完了信号を新たに受信したか否か（すなわち、電力供給を受ける無線受電装置の個
数に変動が生じたか否か）を判断し、ＹＥＳのときはステップＳ１５に進み、ＮＯのとき
はステップＳ１に戻る。ステップＳ１５において、制御回路２０は、すべての無線受電装
置において充電池の充電が完了しているか否かを判断し、ＹＥＳのときはステップＳ１６
に進み、ＮＯのときはステップＳ１０に戻る。ステップＳ１６において、制御回路２０は
、高周波電力の伝送を停止し、ステップＳ１に戻る。
【００９７】
　図１０の無線送電装置２Ａの制御回路２０Ａ及び図１９の無線送電装置２Ｃの制御回路
２０Ｃによっても同様に、図１１の送電制御処理を実行可能である。
【００９８】
　図１１の送電制御処理によれば、無線送電装置２は、無線受電装置３－１，３－２に同
時に高周波電力を伝送するときの各受電アンテナ３１－１，３１－２の出力電圧の周波数
特性を予め記憶し、かつ、無線送電装置２上に新たな無線受電装置３－２が配置される前
の無線送電装置２のインバータ回路２２の動作状態に係るパラメータを用いることで、各
受電アンテナ３１－１，３１－２の出力電圧が予め決められたしきい値未満になるように
、インバータ回路２２によって発生される高周波電力の周波数及び大きさを設定する。
【００９９】
　図１２は、図１の無線受電装置３－１及び３－２の負荷インピーダンスが等しいときの
、各受電アンテナ３１－１及び３１－２の出力電圧Ｖｒ１及びＶｒ２と、無線電力伝送シ
ステムの伝送効率とを示すグラフである。図１３は、図１の無線受電装置３－１及び３－
２の負荷インピーダンスが異なるときの、各受電アンテナ３１－１及び３１－２の出力電
圧Ｖｒ１及びＶｒ２と、無線電力伝送システムの伝送効率とを示すグラフである。図１３
において、無線受電装置３－２は、無線受電装置３－１の５倍の負荷インピーダンスを有
している。このとき、周波数によっては、受電アンテナ３１－１の出力電圧Ｖｒ１が受電
アンテナ３１－２の出力電圧Ｖｒ２に比べて非常に高くなり、無線受電装置３－２の回路
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素子の制限電圧を超える可能性がある。
【０１００】
　このように、無線受電装置３－１の出力電圧は、無線受電装置３－２の受電アンテナと
無線送電装置２の送電アンテナとが電磁的に結合した後で変化している。この場合、無線
受電装置３－１の出力電圧が高くなっている。従って、１つの無線送電装置２から供給を
受けているいずれかの無線受電装置の出力電圧の変化を検出すれば、新たに無線受電装置
が上記送電アンテナに電磁的に結合したと判断できる。
【０１０１】
　１つの無線送電装置２から複数の無線受電装置３－１，３－２に同時に電力供給すると
き、受電アンテナ３１－１，３１－２の出力電圧が各無線受電装置３－１，３－２の回路
素子の制限電圧を超えることを防止するためには、受電アンテナ３１－１，３１－２の出
力電圧の差を小さくする必要がある。図１３からわかるように、負荷インピーダンスが異
なるときであっても、受電アンテナ３１－１，３１－２の出力電圧の差が小さくなる周波
数帯域が存在する。従って、無線送電装置２の制御回路２０は、受電アンテナ３１－１，
３１－２の出力電圧の差を小さくするように、インバータ回路２２によって発生される高
周波電力の周波数を設定する。図１３の場合では、インバータ回路２２によって発生され
る高周波電力の周波数を高くすること（例えば１３０～１３４ｋＨｚに設定すること：た
だし、過度に高い周波数に設定すると伝送効率が低下する）、又は、ＤＣ／ＤＣコンバー
タ回路２１によって発生される直流電力の電圧を低くすることにより、受電アンテナ３１
－１，３１－２の出力電圧が各無線受電装置３－１，３－２の回路素子の制限電圧を超え
ることを防止できる。
【０１０２】
　インバータ回路２２によって発生される高周波電力の周波数を設定するとき、高い周波
数から次第に低下させながら最適な周波数を発見してもよい。また、ＤＣ／ＤＣコンバー
タ回路２１によって発生される直流電力の電圧を設定するとき、低い電圧から次第に増大
させながら最適な電圧を発見してもよい。
【０１０３】
＜第２の実施形態＞
　以下、本開示の第２の実施形態に係る無線電力伝送システムについて、図面を参照しな
がら説明する。
【０１０４】
　図１４は、第２の実施形態に係る無線電力伝送システムの構成を示すブロック図である
。図１の無線電力伝送システムは、直流電源装置１に接続された１つの無線送電装置２Ｂ
と、無線送電装置２Ｂから電力供給を受ける複数の無線受電装置３Ｂ－１及び３Ｂ－２と
を含む。
【０１０５】
　図１４の無線送電装置２Ｂは、図１の無線送電装置２の構成に加えて送信回路２８をさ
らに備え、また、図１の制御回路２０に代えて制御回路２０Ｂを備える。制御回路２０Ｂ
は、無線送電装置２Ｂ及び複数の無線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２に共通のタイムスロッ
トを決定し、このタイムスロットを示すタイミング信号を発生する。送信回路２８は、タ
イミング信号を含む制御信号を、送電アンテナ２４－１～２４－Ｎを介して無線受電装置
３Ｂ－１，３Ｂ－２に送る。
【０１０６】
　図１４の無線受電装置３Ｂ－１は、図１の無線受電装置３－１の受電回路３２－１に代
えて、受電回路３２Ｂ－１を備える。
【０１０７】
　図１５は、図１４の無線受電装置３Ｂ－１の詳細構成の一例を示すブロック図である。
図１５の受電回路３２Ｂ－１は、図２の受電回路３２－１の構成に加えて受信回路３９－
１をさらに備え、また、図２の負荷変調回路３４－１、制御回路３７－１、及び送信回路
３８－１に代えて、負荷変調回路３４Ｂ－１、制御回路３７Ｂ－１、及び送信回路３８Ｂ
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－１を備える。受信回路３９－１は、無線送電装置２Ｂから送られた制御信号を受電アン
テナ３１－１を介して受信する。負荷変調回路３４Ｂ－１は、受電アンテナ３１－１に接
続され、第１の周波数ｆ１（例えば２ｋＨｚ）、又は、第１の周波数ｆ１より高い第２の
周波数ｆ２（例えば５ｋＨｚ）で無線受電装置３Ｂ－１の消費電力を変化させることによ
り負荷変調を行う。送信回路３８－１Ｂは、制御回路３７Ｂ－１の制御下で、負荷変調回
路３４Ｂ－１を用いて第１の周波数ｆ１を有する第１の負荷変調信号及び第２の周波数ｆ
２を有する第２の負荷変調信号のいずれかを発生する。制御回路３７Ｂ－１は、モニタ回
路３６－１からの通知信号及び受信回路３９－１で受信された制御信号に応じて、第１及
び第２の負荷変調信号のいずれかを発生するように送信回路３８Ｂ－１を制御する。
【０１０８】
　図１６は、図１５の負荷変調回路３４Ｂ－１の詳細構成の一例を示す回路図である。負
荷変調回路３４Ｂ－１は、容量Ｃｍ１を有する２つのキャパシタ及びスイッチＳＷ１を含
む第１の回路部分と、容量Ｃｍ２を有する２つのキャパシタ及びスイッチＳＷ２を含む第
２の回路部分とを備える。第１の回路部分において、２つのキャパシタは、受電アンテナ
３１－１の受電コイルの両端にわたって直列接続され、スイッチＳＷ１は、これらのキャ
パシタの中点を送信回路３８Ｂ－１の制御下で選択的に接地するように接続されている。
第２の回路部分において、２つのキャパシタは、受電アンテナ３１－１の受電コイルの両
端にわたって直列接続され、スイッチＳＷ２は、これらのキャパシタの中点を送信回路３
８Ｂ－１の制御下で選択的に接地するように接続されている。各キャパシタの容量Ｃｍ１
，Ｃｍ２は、送信回路３８Ｂ－１から送られるデータ信号の搬送波の周波数（例えば１０
０ｋＨｚ帯の周波数）が変化しない程度に小さい（例えば１００ｐＦ等）。
【０１０９】
　搬送波を高い周波数で変調すると、高速なデータ伝送を行うことが可能になるが（単位
時間当たりのデータ量が増加）、一方、１ビットあたりの電力が小さくなる（単位情報量
あたりの電力が減少）。従って、信号対雑音電力比（ＳＮＲ）が低下し、通信が不安定に
なり、データの復調に失敗する可能性がある。そこで、負荷変調回路３４Ｂ－１において
、第２の負荷変調信号の変調度（振幅変調における振幅の変化率）は、第１の負荷変調信
号の変調度よりも大きく設定されている。このとき、容量Ｃｍ２は、容量Ｃｍ１よりも大
きく設定されている。このような変調度を用いることにより、より正確なデータ伝送が可
能になり、また、送電アンテナ２４－１～２４－Ｎ及び受電アンテナ３１－１の間の電磁
的結合が弱い場合においても通信の安定性が向上するという効果がある。
【０１１０】
　図１４の無線受電装置３Ｂ－２もまた、無線受電装置３Ｂ－１と同様に構成される。無
線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２は、以上の構成を備えたことにより、複数の無線受電装置
３Ｂ－１，３Ｂ－２が負荷変調信号により無線送電装置２Ｂと通信するとき、異なる周波
数の負荷変調信号（例えば、無線受電装置３Ｂ－１で周波数ｆ１、無線受電装置３Ｂ－２
で周波数ｆ２）を用いて同時に通信することができる。
【０１１１】
　図１７は、図１５の負荷変調回路３４Ｂ－１によって発生される負荷変調信号を示すタ
イミングチャートである。前述のように、無線送電装置２Ｂの制御回路２０Ｂにより、無
線送電装置２Ｂ及び複数の無線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２に共通のタイムスロットが決
定されている。例えば、無線受電装置３Ｂ－１が周波数ｆ１を有する第１の負荷変調信号
（図１７の１段目）を用いて無線送電装置２Ｂと通信し、無線受電装置３Ｂ－２が周波数
ｆ２を有する第２の負荷変調信号（図１７の２段目）を用いて無線送電装置２Ｂと通信す
るとき、各負荷変調信号の立ち上がりエッジ又は立ち下がりエッジの瞬間が一致すると、
通信エラーが発生する可能性がある。従って、無線送電装置２Ｂの制御回路２０Ｂは、第
１及び第２の負荷変調信号の波形が各タイムスロットにおいて互いに異なる瞬間に立ち上
がりエッジ及び立ち下がりエッジを有するように指示する制御信号を、各無線受電装置３
Ｂ－１，３Ｂ－２に送る。各無線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２の制御回路のいずれかは、
制御信号に応じて、第１及び第２の負荷変調信号のいずれかに遅延のオフセットを与える
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ように（図１７の３段目）、送信回路３８Ｂ－１を制御する。
【０１１２】
　詳しくは、周波数ｆ２の負荷変調信号（無線受電装置３Ｂ－２）に遅延のオフセットを
与える場合を例に、以下に説明する。無線受電装置３Ｂ－１（周波数ｆ１）が無線送電装
置２上に配置された後に無線受電装置３Ｂ－２（周波数ｆ２）が無線送電装置２上に配置
された場合、無線送電装置２は、第１の負荷変調信号（周波数ｆ１）が送信されるタイミ
ングを予め認識している。従って、この場合、無線送電装置２は、第２の負荷変調信号（
周波数ｆ２）を送信するタイミングをずらすように、遅延のオフセットを付加したタイミ
ング信号を無線受電装置３－２に送信する。一方、無線受電装置３Ｂ－２が無線送電装置
２上に配置された後に無線受電装置３Ｂ－１が無線送電装置２上に配置された場合、無線
送電装置２は、第１の負荷変調信号を受信して第１の負荷変調信号が送信されるタイミン
グを検知した後で、遅延のオフセットを付加したタイミング信号を無線受電装置３－２に
送信する。この場合、無線送電装置２は、無線受電装置３Ｂ－２が無線送電装置２上に配
置されている間にわたって常にタイミング信号を無線受電装置３Ｂ－２に送信し、第１の
負荷変調信号を受信したときに、遅延のオフセットを付加したタイミング信号を無線受電
装置３－２に送信してもよい。これにより、無線送電装置２と無線受電装置３Ｂ－２との
通信を確実に実現する効果がある。また、無線送電装置２は、無線受電装置３Ｂ－２が無
線送電装置２上に配置されていても、無線受電装置３Ｂ－１が配置されるまでは、無線受
電装置３Ｂ－２へのタイミング信号の送信を抑制してもよい。これにより、消費電力を低
減する効果がある。なお、上記の実施例に限られるものではなく、周波数ｆ１の負荷変調
信号（無線受電装置３Ｂ－１）に遅延のオフセットを与える構成も同様に可能である。ま
た、後に置かれた無線受電装置、もしくは、後に無線送電装置２により検知された無線受
電装置の負荷変調信号に遅延のオフセットを与える構成も可能である。また、２つの周波
数を例に挙げて説明を行ったが、これに限られるものではない。例えば、負荷変調信号の
変調周波数が３つ以上ある場合も、上記の場合と同様に、互いに異なる瞬間に立ち上がり
エッジ及び立ち下がりエッジを有するように異なるオフセット量を与えることで、複数の
無線受電装置からの通信が可能になる。
【０１１３】
　第１及び第２の負荷変調信号の波形が各タイムスロットにおいて互いに異なる瞬間に立
ち上がりエッジ及び立ち下がりエッジを有するためには、第１及び第２の負荷変調信号の
いずれかに遅延のオフセットを与えることに代えて、第１の負荷変調信号の立ち上がりエ
ッジ及び立ち下がりエッジの瞬間に第２の負荷変調信号の遷移を抑制してもよい（図１７
の５段目）。
【０１１４】
　複数の無線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２が負荷変調信号により無線送電装置２Ｂと通信
するとき、時分割された第２の負荷変調信号を用いて同時に通信してもよい。複数の無線
受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２が負荷変調信号により時分割で無線送電装置２Ｂと通信する
場合には、無線送電装置２Ｂの制御回路２０Ｂは、各無線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２に
異なるタイムスロットを割り当てる。無線送電装置２Ｂの制御回路２０Ｂは、割り当てら
れたタイムスロットを示す制御信号を、無線受電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２に送る。無線受
電装置３Ｂ－１，３Ｂ－２の制御回路は、無線送電装置２Ｂの制御回路２０Ｂによって割
り当てられたタイムスロットにおいて第２の負荷変調信号を発生するように送信回路を制
御する。
【０１１５】
　複数の無線受電装置の中に、上記のような時分割の通信をサポートしない従来の無線受
電装置があったとしても、時分割を用いることなく、第１の負荷変調信号により通信する
ことができる。
【０１１６】
　図１８は、図１４の無線電力伝送システムにおいて使用される例示的な負荷変調信号の
符号を示すタイミングチャートである。図１８は、ワイヤレスパワーコンソーシアムによ
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って規定されている負荷変調信号の符号を示す。クロック信号の周波数は２ｋＨｚである
。第２の実施形態に係る無線電力伝送システムによれば、複数の無線受電装置３Ｂ－１，
３Ｂ－２が負荷変調信号により同時に無線送電装置２Ｂと通信するときであっても、デー
タを誤りなく伝送することができる。
【０１１７】
　図２０は、第２の実施形態の変形例に係る無線電力伝送システムの構成を示すブロック
図である。本実施形態の無線送電装置もまた、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１を備えなく
てもよい。図２０の無線送電装置２Ｄは、図１４の無線送電装置２ＢからＤＣ／ＤＣコン
バータ回路２１を除去し、図１４の制御回路２０Ｂに代えて制御回路２０Ｄを備えた構成
を有する。制御回路２０Ｄは、インバータ回路２２によって発生される高周波電力の周波
数及び大きさを制御する。制御回路２０Ｄは、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するた
めに、インバータ回路２２によって発生される高周波電力の位相と、インバータ回路２２
のデューティ比との少なくとも一方を制御してもよい。
【０１１８】
　第２の実施形態に係る無線電力伝送システムは、以下の優位点を有する。
【０１１９】
・負荷変調信号の立ち上がりエッジ及び立ち下がりエッジの瞬間を無線送電装置が決める
ことにより、無線送電装置の受信回路において、第１及び第２の負荷変調信号が同時に遷
移しないように制御することができる。これにより、簡単な回路を用いながら、負荷変調
信号を容易かつ確実に復調することができ、復調時の誤り率を低下させることができる。
・誤り率の低下を優先する場合には、各タイムスロットにおいて、遷移を抑制した時間区
間を設けるように制御することもできる（ただし、通信速度は低下する）。
・時分割の通信に用いる第２の負荷変調信号を変調する周波数を上げることで、時分割さ
れた第２の負荷変調信号のタイムスロット当たりの変調速度を、第１の負荷変調信号のタ
イムスロット当たりの変調速度以上にすることができる。
・周波数分割された負荷変調信号を通信速度向上のために利用することもできる。この場
合には、無線受電装置が負荷変調信号の立ち上がりエッジ及び立ち下がりエッジの瞬間を
決めてもよい。
【０１２０】
　また、図１４の無線送電装置２Ｂの制御回路２０Ｂ又は図２０の無線送電装置２Ｄの制
御回路２０Ｄは、図１１の送電制御処理を実行することにより、各受電アンテナ３１－１
，３１－２の出力電圧が予め決められたしきい値未満になるように、インバータ回路２２
によって発生される高周波電力の周波数及び大きさを設定する。
【０１２１】
　このとき、制御回路２０Ｂは、インバータ回路２２によって発生される高周波電力の位
相と、インバータ回路２２のデューティ比と、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１によって発
生される直流電力の電圧とのうちの少なくとも１つを制御することにより、高周波電力の
振幅（大きさ）を設定する。すなわち、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、
ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１及びインバータ回路２２の両方を用いてもよい。
【０１２２】
　また、高周波電力の振幅（大きさ）を制御するために、ＤＣ／ＤＣコンバータ回路２１
を用いないで、インバータ回路２２のみを用いてもよい。この場合、図１４の制御回路２
０Ｂ又は図２０の制御回路２０Ｄは、インバータ回路２２によって発生される高周波電力
の位相と、インバータ回路２２のデューティ比とのうちの少なくとも１つを制御すること
により、高周波電力の振幅（大きさ）を設定する。
【０１２３】
　図１１のステップＳ４で設定される高周波電力の振幅（大きさ）によれば、上記高周波
電力の伝送を一時的に停止すること（振幅０）、または、上記新たに上記無線受電装置が
上記送電アンテナに結合したことを検出した時の上記高周波電力よりも一時的に減少させ
た高周波電力を伝送することができる。また、このとき、上記各無線受電装置の出力電圧
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を下げることができる。
【０１２４】
　ここに開示した実施形態は、すべての点で例示であって、限定を意図したものではない
。本開示の範囲は、以上の説明によってではなく、特許請求の範囲によって決まり、特許
請求の範囲と均等の意味及び範囲内での変形を含むすべての態様を包含することを意図し
ている。
【０１２５】
　本開示の各実施形態に係る無線電力伝送システムは、３つ以上の無線受電装置を含んで
いても同様に動作可能である。
【産業上の利用可能性】
【０１２６】
　本開示に係る無線送電装置及び無線電力伝送システムは、充電池を用いる電子機器、電
動バイク、電動アシスト自転車又は電気自動車の充電システムに適用できる。また、本開
示に係る無線送電装置及び無線電力伝送システムは、ＡＶ機器及び白物家電などのさまざ
まな機器への給電システムに適用できる。ここで、ＡＶ機器は、例えば、スマートホン、
タブレット端末装置、テレビ及びラップトップ型のパーソナルコンピュータを含み、白物
家電は、例えば、洗濯機、冷蔵庫、及び空気調和機を含む。
【符号の説明】
【０１２７】
１…直流電源装置、
２，２Ａ，２Ｂ，２Ｃ，２Ｄ…無線送電装置、
３－１，３－２…無線受電装置、
２０，２０Ａ，２０Ｂ，２０Ｃ，２０Ｄ…制御回路、
２０ａ…メモリ、
２１…ＤＣ／ＤＣコンバータ回路、
２２…インバータ回路、
２３…スイッチ回路、
２４－１～２４－Ｎ，２４ａ－１，２４ｂ－１，２４ｃ－１，２４Ａ，２４Ｃ…送電アン
テナ、
２５…位置検出コイル、
２５ａ～２４ｉ…検出コイル、
２６…位置検出回路、
２７…受信回路、
２８…送信回路、
３１－１，３１－２…受電アンテナ、
３２－１，３２－２，３２Ｂ－１，３２Ｂ－２…受電回路、
３３－１，３３－２…負荷装置、
３４－１，３４Ｂ－１…負荷変調回路、
３５－１…整流回路、
３６－１…モニタ回路、
３７－１，３７Ｂ－１…制御回路、
３８－１，３８Ｂ－１…送信回路、
３９－１…受信回路、
Ｃ１，Ｃ２…キャパシタ、
Ｃｍ，Ｃｍ１，Ｃｍ２…容量、
Ｌ１…送電コイル、
ＳＷ，ＳＷ１，ＳＷ２…スイッチ。
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